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今月号のあらまし 

 

Ⅰ 日米が二国間貿易協議（ＴＡＧ）の交渉開始を合意 

９月２７日（日本時間）、日米首脳会談がニューヨークで開催され、二国間

貿易協議（ＴＡＧ）の交渉入りが合意された。首脳会談終了後の記者会見で、

安倍首相は、農産品については過去の経済連携協定で約束した内容が最大限で

あるという日本の立場を米国が尊重することをしっかり確認した、と述べた。 

交渉開始の時期は来年１月中旬以降になる見通しである。 

 

Ⅱ 規制改革推進会議が年内に農地関連施策見直し 

１０月１２日、規制改革推進会議は、年内に答申をまとめる緊急議題として、

年内に農地集積・集約化を加速化するための制度改革を掲げた。また、農協改

革については、「単協の信用事業の譲渡、准組合員の事業利用ルールの在り方

について、引き続きフォローアップを継続する」としている。 

 

Ⅲ 政府が台風２１号被害対策を決定 

  政府は、１０月１５日の臨時閣議で、２０１８年度第一次補正予算案に 

９，３５６億円を計上することを決めた。補正予算は、災害普及対策が柱であ

り、農林関係では９７４億円が計上されている。予算案は２４日召集の臨時国

会に提出される。 
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Ⅰ 日米が二国間貿易協議（ＴＡＧ）の交渉開始を合意 
― 来年１月中旬にも交渉入りか ― 

 

１．日米首脳会談の開催と日米共同声明の発出 

○ ９月２７日（日本時間）、日米首脳会談がニューヨークで開催され、二国

間貿易協議（ＴＡＧ）の交渉入りが合意された。（会談終了後の「日米共同

声明」は別紙１の通り）。 

 
（補足：ＴＡＧとは） 

・今回合意した二国間貿易協議は日米共同声明に記されている Trade Agreement on 

goodsからＴＡＧという略称が使用されている。 

・首相訪米前の９月２０日に固まったとされ、当初は「New Trade Agreement」（ＮＴ

Ａ）や「Goods Trade Agreement」（ＧＴＡ）という案もあったが、自由貿易協定（Ｆ

ＴＡ）と似ているとして消えたとされている。 

 

〇 首脳会談終了後、安倍首相は単独の記者会見を行い、日米首脳会談の成果

を強調した。 

  

（安倍首相記者会見内容） 

・（日米間の）関係を一層深化させていくことで互いの貿易・投資をもっと

活発にしていくことが必要である。その大きな認識をトランプ大統領と共

有し、先ほどの日米首脳会談で日米間の物品貿易を促進するための協定、

ＴＡＧ交渉を開始することで合意した。 

・その前提として、農産品については過去の経済連携協定で約束した内容が

最大限である、この日本の立場を今後の交渉にあたって、米国が尊重する

ことをしっかりと確認した。 

・米国には米国の立場があり、日本には日本の立場がある。双方の違いはお

互いに尊重しながら両国の間の貿易を一層促進することによってウイン

ウインの経済関係を作り上げていくことが必要であり、それが本日の合意

である。 

・今回の日米の物品貿易に関するＴＡＧ交渉は、これまでの日本が結んでき

た包括的なＦＴＡとは全く異なり、まさに物品貿易に関する交渉である。

いずれにせよ今後しっかりと双方にメリットのある結果が得られるよう

に議論をすすめていく。 

 

〇 また、茂木経済再生担当相は、共同声明公表後記者会見を行い、９月２５

日に開催した日米閣僚級貿易協議（ＦＦＲ）の経過や共同宣言における合意

内容等の説明を行った。 

 

（茂木大臣会見内容） 

・本日の日米首脳会談において、新たに日米物品貿易協定（ＴＡＧ）の交渉

を開始することで合意した。このＴＡＧは、投資・サービス分野を含んで
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おらず、包括的なＦＴＡとは異なるものである。 

・関税交渉の範囲は、ほとんどすべての分野に及び、農業・工業を含む。 

ただし、農産品の関税引き下げ水準については、過去の既存協定の水準が

最大限だと米側も尊重することで合意している。 

・交渉中は米政権が検討している自動車などの関税引き上げは課されること

はない。このことについては、日米の首脳・閣僚間で確認している。 

・ＴＡＧを開始するにあたって、米国はＴＰＡ（貿易促進権限）（※補足参

照）に基づく国内手続きが必要となる。このため、実際の交渉開始は、米

国におけるＴＰＡに基づく手続き完了後となる。なお、交渉は７～８年と

いう長期にわたるものと考えていない。 

・米国のＴＰＰ復帰を促すというこれまでの日本の立場は変わっていない。

米国との新たな交渉を開始するにあたり、ＴＰＰ１１の早期発効に全力を

挙げる。 

 

２．与党の反応 

（１）自民党 

○ １０月１日、自民党はＴＰＰ・日ＥＵ等経済協定対策本部の会合を開き、

ＴＡＧ等について協議した。 

 

○ 出席議員からはＦＴＡとＴＡＧと何が違うのかと説明を求める意見が多

数あったが、政府は、ＴＡＧではサービス分野を扱わない点がＦＴＡと異な

るとの説明を繰り返した。 

 

○ ＴＰＰとの関係性について、外務省より「ＴＡＧでの農産品の合意内容が

ＴＰＰ１１を超えてしまうと米国がＴＰＰに復帰する可能性がゼロとなる。」

と説明があった。 

 

○ また、「今回農産品の関税をピン止めしてあり、新しい交渉を米国と行う

というよりＴＰＰと相当近いものを念頭に置いたものを想定している。」と

説明があった。 

 

（２）公明党 

○ １０月４日、公明党はＴＰＰ等総合対策本部の会合を開き、ＴＡＧ等につ

いて協議した。自民党会合と同様に、出席議員からは分かり易い説明や不安

解消を求める声が上がった。 

 

○ 佐藤農林部会長は、北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）の再交渉でカナダが

米国に譲歩を余儀なくされたことを念頭に「（米国にＴＡＧ交渉で）押し切

られるのではないかという不安がある」と訴え、交渉方針を明確にするよう

求めた。 
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３．政府の動き 

○ １０月１４日、茂木経済再生担当相は、テレビ番組でＴＡＧ交渉での個別

品目について「米国側と議論することは出てくると思う。」と述べ、一部品

目はＴＰＰ以上の水準になる可能性がある旨発言した。 

 

○ １６日、吉川貴盛農相は、同日の記者会見で「農林水産品でＴＰＰ以上の

譲歩はない」とした上で、茂木氏の発言は「全体としての話をされた」と

述べた。 

 

○ 同日、野村哲郎農林部会長は「党への説明はなかった。何故こうした発言

をするのか」「政府がどう交渉を進めようとしているのか見えない。農家が

不安にならないような交渉をすべき」と述べた。 

 

４．国会の動き 

○ 臨時国会が１０月２４日に召集される。会期は１２月１０日までの４８日

間とされ、災害対策や補正予算、日ＥＵ・ＥＰＡの承認等について審議さ

れる見通しである。また、ＴＡＧ交渉についても論点となることが見込ま

れる。 

 

５．米国の動き 

（１）議会へＴＡＧ交渉開始通知 

○ 米国通商代表のライトハイザー氏は関税引き下げや貿易障壁の削減など

「早期の成果」を得た上で、日本とは完全なＦＴＡを目指すと強調したと報

道されている。 

 

○ １０月４日、米国のパーデュー農務長官は、日本との農産品を巡る通商交

渉で、「日本がＥＵに与えたものと同等かそれ以上の市場開放を期待する」、

「米国の目標は、原則ＴＰＰプラスになる」と述べた。 

 

 ○ １６日ライトハイザー米通商代表部（ＵＳＴＲ）代表は、米国議会に対

して、日本と貿易協定の交渉を開始する意図を通知する文書を発信した。 

 

 ○ 米国のＴＰＡ法では、政権が議会に対し貿易交渉開始の意図ならびに交

渉目的等を貿易交渉開始９０日前に文書で通知することを規定しているた

め、最短の交渉開始は１月１４日となる。 

 

 ○ ＵＳＴＲの議会向け通知文書の主な内容は以下の通り。 

 

・米国と日本は、世界で１番目と３番目に大きい経済で、ＧＤＰの３０％を

占める。 
・日本は米国の物品輸出者にとって重要であるが、いまだ多くの部分で期待

通りとなっていない。 
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・日本は米国の４番目に大きな輸出市場であり、２０１７年の輸出総額は６

７６億ドルである。同様に、日本は米国農産物にとっても４番目に大きい

輸出市場であり、２０１７年の輸出総額は１２０億ドルである。 
・ここまで重要な輸出量であるにも拘わらず、自動車や農業、サービスなど

の米国の主要な部門の輸出者たちは、数十年間にわたり、多数の関税と非

関税障壁によって困難を強いられている。そして、これは長年にわたり日

米間の貿易の不均衡を招いている。実際、日本との物品の貿易における２

０１７年の貿易赤字は６８９億ドルであり、実質的に昨年度から変化して

いない。 
・２０１８年９月２８日のトランプ大統領と安倍首相による共同声明で記載

されているように、日米は両国における貿易と投資をさらに拡大すること

としており、強力で安定した相互利益的な貿易・経済関係の重要性を認識

している。 
・我々の日本との交渉における目的は、関税と非関税障壁それぞれの対処と、

より公平でバランスの取れた貿易を達成することである。これは、議会が

ＴＰＡ法１０２条で規定した目的に則したものである。 
・我々は、おそらく日本と段階的に適切な交渉を求めていくこととなるだろ

うが、我々は議会との協議に基づいてのみ実施するつもりである。 
 

○ これを受け、米国議会幹部からは、ＵＳＴＲの通知文書を歓迎する発言が

出ている。 

 

・「自由貿易と市場開放を優先させる貿易事項は米国の利益と経済強化を守

る一番の方法である。」「政権がＴＰＡに基づき、我々の最も重要な貿易相

手国の国々と新たな貿易協定を追求することをうれしく思う。」 

（ハッチ上院財政委員長） 

・「政権が、米国製の製品や農産物、サービスの輸出において障壁が存在す

る新たな市場に焦点を移したことを歓迎する。」 

（ワイデン上院財政委員会筆頭理事） 
 

（２）ＮＡＦＴＡ再交渉で合意 

○ ９月３０日、米国は北米自由貿易協定（ＮＡＦＴＡ）について再交渉する

ことをカナダと合意した。なお、新たな協定の名称はＵＳＭＣＡ（米国・メ

キシコ・カナダ協定）と変更されている。 

 

○ 米報道によると、カナダは乳製品市場の約３．５９％を米国に開放するこ

とを容認し、ＴＰＰで合意した水準（約３．２５％）を上回る自由化を受け

入れた。これにより、カナダ国内の酪農業界からは批判が持ち上がっている。 
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（平成３０年１０月１１日日本農業新聞記事より引用） 

 

○ カナダのトルドー首相は、交渉が妥結したことで先行き不透明感が払拭さ

れたとした上で、乳製品の市場開放を念頭に「われわれは妥協の必要があっ

た。他よりも難しい妥協もあった」と述べた。 

 

○ トランプ大統領は「最も近代的で、時代に合い、かつバランスの取れた貿

易協定」と評価し、１１月末までに署名する考えを表明した。ＮＡＦＴＡが

決着となり、今後、トランプ政権における日本との交渉の優先度が増し、対

日圧力が高まることが懸念される。 

 

○ 米国政府内からは、（ＴＡＧでは）ＴＰＰ以上を求める声が早くも出てい

る。ＵＳＭＣＡでカナダから乳製品でＴＰＰ以上の開放を獲得した米国は、

日本に対して同様の戦略に出てくる恐れがある。 

 

６．ＪＡグループの対応 

○ ９月２７日、日米首脳会談でＴＡＧの交渉入りに合意したことを受け、Ｊ

Ａ全中の中家会長は談話（別紙２）を発表した。 

 

○ 談話の中で、ＴＰＰなど過去のＥＰＡで約束した水準以上の譲歩がないこ

とについて「明確に確認された」とした上で、共同声明に盛り込まれた個別

の内容については具体的に明らかになっていないとして、政府に詳細な考え

方の説明を求めた。 
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日米共同声明にかかる中家徹ＪＡ全中会長談話 
 
 
本日、ニューヨークで行われた日米首脳会談の後、日米共同声明が発

出され、日米間の強力かつ安定的で互恵的な貿易・経済関係の重要性が

確認された。 
 
わが国農業分野に関しては、安倍総理の発言の通り、過去の経済連携

協定で約束した市場アクセスの譲許内容以上の譲歩がないことについて

明確に確認された。引き続き、政府はこれを踏まえた結論を得るため断

固たる姿勢で交渉に臨んでいただきたい。 
 
一方で、共同声明に示された個々の内容については具体的に明らかに

されておらず、それらの詳細な考え方については、政府から改めて説明

をお聞きしたい。また、現場の不安を助長しないよう、交渉にあたる政

府におかれては、交渉過程について可能な限りの透明性確保を徹底いた

だきたい。 
 

平成 30 年 9 月 27 日 
全国農業協同組合中央会 
会  長   中家  徹 

別紙２ 
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Ⅱ 規制改革推進会議が年内に農地関連施策見直し 
― 引き続き、農協改革の監視を継続 ― 

 

１．規制改革推進会議の動向 

○ １０月１２日、規制改革推進会議は、年内に答申をまとめる緊急議題に、

農地中間管理機構（農地集積バンク）関連施策の見直しなどを掲げた。（別

紙１ 規制改革推進会議 第３期 重点事項）） 

 

（１）農地中間管理機構関連法（以下「機構関連法」）の見直し 

○ 農水省は、機構関連法の施行後の５年後見直しについて、来年の通常国会

に改正法案の提出を視野に入れている。議論が本格化することに合わせ、同

会議も年内に答申をまとめる緊急課題として「農地集積・集約化を加速化す

るための制度改革」を掲げた。 

 

○ 一方、政府の規制改革実施計画（平成３０年６月１５日）では、「農地を

所有できる法人の役員要件・構成員要件の見直し」も検討課題としており、

これについても検討が行われる。 

 

○ １２日、同会議終了後、農林ＷＧの会合も開催され、今期の主な審議事項

を決定した。農地の修正・集約化の更なる推進、転用期待の抑制に関する取

組の推進を掲げている（別紙２）。 

 

○ 同会議終了後の記者会見で金丸恭文議長代理は、同機構の議論を優先する

考えを継続しつつ、企業の農地所有は「関連データ、エビデンス（証拠）に

基づく現状把握を関係者と共有したい。」と述べた。 

 

（２）農協改革の監視の継続 

○ 規制改革推進会議は農協改革集中期間の期限を来年５月末に迎えること

を見据え、「単協の信用事業の譲渡、准組合員の事業利用ルールの在り方を

含め、引き続きフォローアップを実施する。」ことを重点課題とした（前掲 

別紙１）。 

   

○ 金丸議長代理は会見で、准組合員の事業利用規制について、農水省による

正・准組合員の事業利用の実態調査を把握したうえで議論を進めるとした。

なお、農水省調査の調査結果は来年５月頃まとまる見通しである。 

 

（３）規制改革推進会議によるレビュー 

○ 今後、規制改革実施計画（３０年６月）に基づく決定事項の実行方針につ

いては、関係省庁への事前レビューが行われることとなっている。（別紙３） 

農林分野に関する主なレビュー実施項目は以下の通り。 
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・農協改革の着実な実践 

・農地集積・集約化等を通じた農業競争力強化のための規制改革 

・底地を全面コンクリート張りした農業用ハウスの農地法上の取扱い 

・相続未登記農地の農業上の利用の促進 

 

 

２．ＪＡ全中が農地関連制度見直しに係る政策提案を決定 

○ １０月１１日、ＪＡ全中は、農地関連制度見直しに係る政策提案を決定し

た。 

 

〇 政策提案では、農地利用集積円滑化団体の機能と事業の継続、農地中間管

理事業の事務手続きの簡素化を求めている。（別紙４） 

 

〇 しかし、２２日、「政府は農地利用集積円滑化事業を廃止し、農地中間管

理事業に一元化する検討に入った」と共同通信社が報じた。今後の動向を注

意する必要がある。 
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Ⅲ 政府が台風２１号被害対策を決定 
―２０１８年度第１次補正予算案に９７４億円を計上 ― 

 

１．台風２１号による農林水産関係被害への支援対策 

〇 政府は、１０月１５日の臨時閣議で、災害復旧対策を柱とする２０１８年

度第一次補正予算案９，３５６億円を計上することを決めた。予算案は２４

日召集の臨時国会に提出される。 

 

○ このうち農林水産関係予算は９７４億円である。主なものは次の通り。 

 

災害復旧事業（公共事業） ８７０億円 

被災農業者向け経営体育成支援事業（別紙１） 

※農業用ハウス、畜舎等の再建、修繕、撤去等に

要する経費を助成 

２７億円 

産地活性化総合対策事業 

※被災に伴い必要となる追加防除・堆肥、追加的

な趣旨・種苗確保等に要する経費を助成 

１３億円 

果樹農業循環形成総合対策事業 

※被害果樹の改植や、これにより生じる未収益期

間に要する経費を助成 

２億円 

 

○ 農林水産省は、「台風２１号による農林水産関係被害への支援対策」を各地

（１０日大阪府、１０日和歌山県、１２日愛知県）で開催した。 

受益農家が３戸以上ある共同利用施設は「産地緊急支援事業」及び「強い農

業づくり交付金」、個人施設は「被災農業者向け経営体育成支援事業」で対応

することとし、県・市町村を通じて事業希望をとりまとめる、という内容であ

った。（詳細は平成３０年１０月１７日付本会事務連絡を参照） 
 
〇 なお、要望のとりまとめ期間は、「産地緊急支援事業」「強い農業づくり

交付金」１０/１１～１１/１、「被災農業者向け経営体育成支援事業」１０/
１１～１０/３０である。 

 

〇 当該支援対策は台風２１号に限定されおり、本県で被害の大きかった１２

号及び２４号は含まれていない。 
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〇 台風１２号、２４号の被災産地の早期再建を図るため、「被災農業者向け

経営体育成支援事業」の実施などの支援要請を政府や与党に行っていく必要

がある。 

 

〇 なお、台風被害に対し、政府は２段階で補正予算を編成し、年末に第２次

補正予算案を編成する予定と報道されている。 
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